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日本企業のグループ経営の課題と対応
KPMG コンサルティング株式会社

ディレクター　山田　和延

1997年に純粋持株会社の解禁から始まり、連結財務諸表中心の開示や連結納税
の導入など、グループ経営の法制度面の体制が整備されてきました。それまで
は親会社中心の経営がされており、親会社さえうまくいけば、グループ全体に
問題はないという風潮がありました。もちろん、近年ではこのような考え方は
あてはまらず、いかにグループ全体の利益を最大化するかということが本社の
重要な経営ミッションとなっています。
一方、現状の日本企業では、日本国内のグループ会社は本社の意向を汲み取り、
比較的うまくコントロールできていますが、「海外子会社については現状がどう
なっているかよくわからない」、「売上や利益が下がったが、原因がどこにある
のかよくわからない」、「海外子会社が本社の言うことを聞かない」といった声
をよく聞きます。
本稿ではこのような状況がなぜ起こるのか、グローバルエクセレントカンパニー
と比較しながら原因を分析し、グローバルで有効なグループ経営ができるよう
にするための対応について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分は筆者の私見である点をあらかじめお断りい
たします。

 

【ポイント】
◦	�グループ経営では、グループミッションとそれと整合した組織ミッション

の浸透が重要であり、これに基づき、権限・責任の明確化および KPI の設
定が必要となる。また、グループシナジーを最大限発揮できるように、本
社は最適資源の配分について常に意識する必要がある。

◦	�グループの事業形態により事業持株会社・純粋持株会社かの組織形態が決
まる。また、経営判断の軸により事業中心型・地域中心型などの形式がある。
これらと本社の子会社への関与度合により、子会社の責任範囲や権限範囲、
最適な KPI が決まる。

◦	�日本企業は組織・人材・評価の面からグローバルエクセレントカンパニー
とは異なる特徴があり、明確な数値評価を好まず、重要な役職は日本人で
固める傾向にある。

◦	�グローバルで強いガバナンス体制の経営を行っていくためには、グループ・
組織ミッションの浸透、事業形態に合った組織形態の選択、グローバル人
材の採用と、評価指標と賞罰の明確な紐付けが重要な要素となる。
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Ⅰ グループ経営とは

グループ経営とはそもそも何を意味するのでしょうか？言
葉としての定義は様々ですが、企業グループをあたかも1つの
組織として経営し、グループ利益を最大化するということが
グループ経営の意味するところとなります。これはつまり、グ
ループとしてすべての会社が同じ方向を向き、個々の会社の
単純和ではなく、一体として生まれる相乗効果を最大化する
ことを目指して経営することを意味します。この相乗効果は

「グループシナジー」と呼ばれており、1＋1＞2となる効果のこ
とを言います。具体的には、たとえば図表1に示す項目が、グ
ループシナジーと呼ばれているものです。

では、このグループ利益を最大化するためにはどのような体
制が整っている必要があるでしょうか。まずはグループの向か
う方向性を合わせることが必要となります。これは次の4つの
ステップで整備していきます。

1.	 グループミッションの定義
2.	 グループミッションに基づく組織ミッションの定義
3.	 組織ミッションに基づく権限と責任の明確化
4.	 権限と責任に基づくKPI の設定と合意

そのうえで最終的にグル―プシナジーが最大化されるため
には次のステップが必要となります。

5.	 本社による最適資源の配分

では上記5つのステップを順に詳細に見ていきたいと思い 
ます。

1.	グループミッションの定義

ミッションという言葉は「使命」という意味で、日本語でも
このまま使用されていることが多いと思います。この定義から
グループミッションとはグループとしての使命、向かうべき方
向性のことを意味します。グループとして利益を最大化する
ためにはすべての会社が同じ方向を向いていなければならな
いことは自明ですが、このグループミッションが明確に定義さ
れていないことは意外と多いように思われます。自分の企業グ
ループのミッションは？と問いかけてみてください。すぐに答
えが出てこない場合は、グループミッションが定義されていな
いか、定義されていてもそれが十分に伝わっていないかのど
ちらかです。グループ一丸となるためには、全員がグループ
ミッションを理解していることが必須であると言っても過言で
はありません。

また、グループミッションと同様にビジョンやバリューも同
時に定義され、これらをまとめて（広義の）グループミッショ
ンと呼ぶ場合もあります。ビジョンとは「なりたい姿」であり、
バリューとは「価値観」を意味します。価値観とは、踏み外し
てはいけないモラルや守るべき規範であり、たとえば、「顧客
に正直であれ」などが該当します。

2.	グループミッションに基づく組織ミッションの定義

グループミッションに基づく組織ミッションとは、グループ
全体のミッションと整合し、それを達成するために個々の組
織で果たすべきミッションとなります。必然的にこの組織ミッ
ションがすべての組織で達成されれば、グループミッションが
達成されることになります。個々の組織は直接的には、それぞ
れのミッションを達成することを目標とします。

3.	組織ミッションに基づく権限と責任の明確化

組織ミッションが定義されると、ミッションを達成するため
の「責任」が明確となります。この責任を達成するためには同
時に「権限」も必要となります。たとえば、ある組織において、
売上総利益の最大化がミッションであった場合、売上を最大
化するための売り方や、仕入額を最小化するための仕入方法
などは、その組織の「権限」として自由に決められることが必
要となります。

このように、それぞれの組織に与えられた権限と責任に基
づいて、組織は行動することとなります。

4.	権限と責任に基づくKPIの設定と合意

与えられた権限と責任に沿って組織は行動しますが、この
行動の目標の設定や結果の確認のためには、具体的な数値
となっている指標が必要となります。この指標はKPI（Key 

図表１　グループシナジー

グループシナジー 具体例

規模の経済 グループ共同購買による単価の引下げ
や、ベンダーに対する発言力の増大

ブランドの共有 知名度のあるブランドを利用することに
よる、利害関係者からの信頼の獲得

ノウハウの共有 製品技術の転用等、既に獲得したノウ
ハウのグループ内での転用や共同利用

経営基盤の共有 シェアードサービスやネットワーク基盤
等、既に存在する経営基盤の利用

バリューチェーンの	
強化

バリューチェーンの川上から川下までを
グループ内でそろえることによる、営業
コストの削減や販売機会の獲得

人員の配置 グループ内の人員再配置によるスキル不
足の解消やワークフォースの補完

最適資源配分 グループ内資金移動による余剰資金の
有効利用や不足資金の補完
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Performance Indicator）と呼ばれ、組織が正しい方向に行動す
るための指針となります。なお、KPIには行動の結果を表す結
果指標（主に財務指標）と、結果を生み出すもととなる行動の
指標である、先行指標があります。たとえば、営業担当が売
上高を大きくすることを目標としている場合、売れた金額の結
果として売上高が計上されるため、売上高は結果指標となり
ます。一方、先行指標とは、売上が計上される前に先行して
把握できる指標であるため、売上が計上される前に現れる数
値を解析し、売上と相関関係があるものを見つけなければなり
ません。たとえば、顧客の訪問回数を増やすと売上高が増え
るという相関関係が判明した場合、この顧客の訪問回数が先
行指標となります。先行指標は結果が出る前に、先んじて手
を打てる手段であるため、計画達成をより確実とすることが可
能となります。　

一般に組織の長には結果指標を、組織の構成員には先行指
標を設定することが効果的です。組織の長は、自身のKPIであ
る結果指標が計画どおりになるように、先行指標を見ながら
構成員に指示を出し、コントロールします。なお、どのKPIに
も言えることですが、単一の指標だけでは偏った行動を生む
ことになるため、必ず全体のバランスがとれるように複数の指
標を設定することが必要となります。

5.	本社による最適資源の配分

ここまでで、各組織に設定されたKPIの目標値を各々の組織
が達成すれば、グループとしての目標を達成できることとな
ります。しかし、グループで行動するからこそ生まれるメリッ
トがなければグループ経営の意義は半減してしまいます。す
なわち、グループ内のシナジーを発揮して初めて「グループ経
営」の強みが出せるため、このグループシナジーをいかに最大
化するかが課題となります。

このためにはグループ本社が各社の持つ有形・無形の資産
を理解し、これを企業グループ内で安価に利用できる方策を
立てて、実行しなければなりません。そのためグループ会社
間の密なコミュニケーションと、グループ内の情報が把握でき
るような仕組みを構築しておくことが必要となります。これは、
本社の最も重要な役割の1つと言えます。

さて、以上がグループ経営の効果をいかに大きくするか？と
いう目標に対して必要なステップとなりますが、それぞれのス
テップを整備するにあたり、自身のグループ状況や、グループ
経営の目指す方向性をきちんと理解しておくことが必要となり
ます。次の章では、企業グループの状況に応じたいくつかの
類型について説明しますが、この類型によって権限や責任の
付与範囲やKPIの種類が変わってきます。

Ⅱ グループ経営の類型

1.	事業持株会社と純粋持株会社

組織形態によるグループ経営の類型として、事業持株会社
と純粋持株会社があります。事業持株会社とは子会社の株式
を所有する親会社自身が事業を行う会社を言います。一方、
純粋持株会社とは、子会社の株式を所有する親会社自身は事
業を行わず、純粋に子会社の株式のみを保有する会社を言い
ます。

事業持株会社は、自身が事業を行うため、同一事業の子会
社については、事業内容まで深く理解し、指導をすることが
可能となります。子会社が親会社のいずれかの事業と同一事
業を営んでいる場合は、親会社の監督も細部まで行き届く経
営形態が特徴となります。

一方、純粋持株会社は親会社が事業を行っていないため、
子会社に対して株主の立場に立った経営を行うこととなりま
す。すなわち、子会社の事業の内容までは立ち入らず、グルー
プ資源の配分などに親会社は特化します。主要事業があまり
にも大きいため、この事業の発言権がどうしても大きくなっ
てしまう一方で、他の事業を育てていくことが必要となる場
合は、すべての事業子会社を並列に配置し、親会社も事業か
ら離れて客観的な視点で判断できるこの形態が優れています。
また、親会社が事業を行わないが故に親会社の給与体系に引
きずられることなく、子会社の事業の特性に応じて自由に給与
体系を決めることもできます。

このような形態のもと、子会社は事業業績の結果でその優
劣が判断されることになります。

一方、事業の内容については立ち入らないため、子会社の
事業計画や予算の適否の判断をすることが難しく、子会社の
経営層が十分に育っていない場合は、グループのコントロー
ルは非常に難しくなります。

2.	事業を中心とした経営と地域を中心とした経営

主に事業の多角化の程度により事業持株会社か純粋持株会
社かの組織形態の選択が行われますが、一方で経営判断の軸
を事業中心とするか、地域中心とするかによりグローバルの統
合度合とローカルの適応度合が異なってきます。
図表2はそれぞれの経営形態を表したものとなります。

① 事業中心型の経営
このタイプの企業グループは、強い自社製品ブランドをいく

つか持ち、これをグローバルで展開しているケースで多く見
受けられます。この場合、管理の中心はそれぞれの製品ブラ
ンドまたはそれらをまとめた事業となります。どこの国へ行っ
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ても目にするブランドがある場合は、このタイプの経営を実践
しているケースが多くなります。特徴として、事業を多角化し
ており、グローバルで統一的な戦略をもって各地域の経営を
実践しています。また、事業部長は強大な権限を持っており、
事業間のセクショナリズムが強く、間接部門などは重複すると
ころが多く見受けられます。純粋持株会社はこの形態である
ことが多く、各事業は財務結果をもって業績が評価されます。
このため、KPIについても親会社は株主視点で設定することが
多く、EVA®やROEなどの指標で、各事業や子会社を評価し 
ます。

② 地域中心型の経営
地域内で単一の事業を展開している企業グループや、地域

に根差したブランドを保持する会社を買収した場合は、この
タイプの経営をしているケースが多くなります。特徴としては、
各地域の経営は統括会社に任せており、本社から強力な統治
をすることは少なく、　ローカルの適応度は非常に高い傾向に
あります。

KPIについては特性を踏まえた指標を地域ごとに導入すると
ともに、グループが横並びで比較できるように、「率」を基本
とした指標も同時に設定していることが多くなります。

③ マトリックス型の経営
マトリックス型は上記①の事業中心型と、②の地域中心型

の両者の特徴を併せ持っています。
海外売上高比率が高く、事業の多角化の程度についても高

い傾向があります。このタイプでは地域統括会社と事業部門
の連携により海外事業を管理することが必要となります。ま
た、この組織は事業と地域の両方の軸のレポートラインがある
ため、これらの交点にいる管理者は高い調整能力が必要とな
ります。なお、重視するKPIについては、上記の①と②のどち
らの軸が強いかによって変わってきます。

このように経営判断の中心をどのようにするかにより、3つ
のタイプに分かれますが、KPIなどの管理項目については、事
業や地域の成熟度によっても異なることとなります。たとえ
ば成熟している事業・地域ではいかに資本効率よく利益を出
しているかを重視し、立ち上がりの事業・地域では、売上高
成長率のような前年と比較してどれだけ伸長したかを重視し 
ます。

3.	本社の役割による区分け

グループ経営のタイプとしてもう1つ考慮すべき点は、本社
からの経営の関与の度合いが挙げられます（図表3参照）。

① 業績結果管理型
このタイプでは、本社はグループ全体の事業再編の立案・

実行に特化します。したがって、事業計画はグループ子会社
が立案し、本社はレビュー・モニタリングを行います。事業計
画自体は子会社が立案するため、子会社自身がその事業の結
果に全責任を負います。子会社のKPIも結果重視のEVA®や
ROE等の資本効率を重視した財務指標が中心となります。組
織形態としては純粋持株会社がこのタイプと整合します。

② 戦略共同立案型
本社はグループ各社の事業計画策定に深く関与し、子会社

と一緒になって立案すると同時に目標値も一緒に設定します。
計画モニタリングの段階でも、計画未達の修正行動案は子会
社と一緒になって作成することとなります。この結果、子会社
自身の責任範囲は限定的で、与えられた経営資産の範囲内で
最大限の努力が期待され、KPIも資本効率ではなく、収益や利
益の指標が中心となります。

このタイプは企業グループが単一事業に近い形態のビジネ
スである場合に適合します。また、いわゆるオーナー系の企
業もこのタイプであることが多いようです。

図表２　経営の形態

イメージ

グローバル
統合度

ローカル
適応度

①事業中心型 ②地域中心型 ③マトリックス型

強い 弱い 強い

弱い 強い 強い

事業毎の専門事業会社で
海外事業を管理

持株会社

アジア日本
A事業

B事業

C事業

北米

持株会社

アジア日本 北米

持株会社

アジア日本 北米

拠点経営は地域統括会社に委任、
持株会社は強力な統治を実施しない

専門事業会社と地域統括会社が
連携して海外事業を管理

A事業

B事業

C事業

A事業

B事業

C事業
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③ 折衷型
このタイプは上記①業績結果管理型と②戦略共同立案型の

中間にあたります。本社はグループ各社の事業計画を共同で
立案しますが、目標値は本社の指導のもと、子会社自身が設
定します。子会社の責任も中間で、本社と事業会社が共同で
責任を負うこととなります。

事業多角化の程度が中程度の会社で、既存事業の延長戦の
事業を展開している企業グループでよくみられるマネジメント
スタイルです。

このように企業グループの特性により事業持株会社や純粋
持株会社の組織形態が選択され、事業軸や地域軸を重視する
かにより、グローバルの統合度合や経営スタイルも異なりま
す。また、本社の関与によって子会社の責任範囲も決定され、
これらを考慮してKPIが設定されます。

Ⅲ 日本の会社のグループ経営の特徴

さて、ここまでグループ経営に必要なステップや、事業特性
による経営スタイルについて説明をしてきましたが、日本の会
社のグループ経営が苦手であると言われ続けている理由がど
こにあるのかを分析してみたいと思います。まずは本章で日本
の会社のグループ経営の特徴を見ていきます。

1.	組織の特徴

日本の会社の多くはグローバル展開をしており、今やグルー
プ会社は日本だけという会社は限定的です。そのような中、Ⅱ
章（グループ経営の類型）で説明した事業軸と地域軸、あるい
はマトリックスタイプの経営スタイルのうち、どれが一番多く
日本企業で採用されているでしょうか？圧倒的に多くの会社は
図表4に示したスタイルであると思われます。すなわち、日本
国内は事業軸で管理しているが、海外については地域軸になっ
ています。本当は事業軸で管理したいが、意思疎通を含め、
うまくいかないためにこのようなスタイルになってしまったと
いうことをよく聞きます。

また、本社機能についても日本については細やかな指導を
していますが、海外については海外部門で一括管理している
ことが多いように見受けられます。間接部門についても、国内
はシェアードサービスなどで一元的に管理していますが、海外
については局所的にシェアードサービスとなっているものの、
基本的には法人ごとに間接部門を保持していることが多いよう
です。

図表３　本社の子会社への経営関与度合と子会社の責任範囲

イメージ

子会社の
責任範囲
（KPI例）

①業績結果管理型 ②戦略共同立案型 ③折衷型

大 小 中

■子会社が事業責任を全て負う
■本社はKPIをモニタリングするのみ

本社

■子会社はオペレーション実行のみ
■本社が戦略/中計・年計を立案し、KPI

をモニタリング

■子会社/本社が共同で事業責任を負う
■本社は戦略/中計・年計立案に関与

し、KPIをモニタリング

全事業の責任を負う
（与えられた資本を所与として、
どれだけリターンを出しているか） 

→利益率、ROA、ROE、D/E レシオなど

P/Lの責任を負う
（単一事業のもと、与えられた資産を所与
として、 どれだけリターンを出しているか）

→売上高、利益率など

：事業中計・年計

：モニタリング

：オペレーション

財務管理型と戦略立案型の
中間の責任を負う

B事業A事業 C事業

責任責任 責任 責任責任 責任 責任責任 責任

本社

B事業A事業 C事業

本社

B事業A事業 C事業
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2.	人材の特徴

最近でこそグローバル人材の採用を増やしていますが、ま
だまだ日本人がグループ人材の中心となっています。特に役
員は日本人が圧倒的多数で、文化的な多様性はあまりありま
せん。基本的には本社のプロパー社員がそのまま役員となる
ことが多く、このプロパー社員のモチベーションのためにも、
経営のプロとして外部から採用することはあまり多くありませ
ん。また、本社との意思疎通を優先するため、海外子会社の
社長は日本人となっていることが多いようです。

グループ子会社の社員にとってはモチベーションがわきにく
い構造であると言えます。

3.	評価の特徴

人材の特徴とも関連しますが、グループ子会社のKPIを厳密
に設定し、それに基づき厳密な評価をすることはあまり多くあ
りません。本社から派遣されたプロパーの日本人が役員となる
ことにより、たとえ当初計画を大幅に上回る業績を達成したと
してもボーナス等のインセンティブが驚くような額となること
もなければ、たとえ計画を大幅に下回ったとしても解雇される
こともありません。　

終身雇用でかつ平等主義であるため、このような形態となる
ことが多くなりますが、頑張っても頑張らなくても結果はあま
り変わらない構造となっています。

4.	その他

情報システムはグローバルで統一されていることはあまりな
く、各国バラバラで各社の部分最適となっていることが多く、
プロセスが標準化されていることもあまりありません。また、
管理会計の基準が統一されていることも少なく、横並びの評
価はしにくくなっています。

上記、日本の企業の特徴は、人材面などでは長期的に見

て有利とされる見解もありますが、近年、特に海外グループ
会社のガバナンス面から問題と認識されることが多く見受け
らます。次章では日本の企業グループと対比する意味で、グ
ローバルエクセレントカンパニーの特徴を見ていきたいと思い 
ます。

Ⅳ グローバルエクセレントカンパニーの 
特徴

グローバルエクセレントカンパニーは長年にわたり、世界中
に自社のブランドを展開しており、グループ全体で共通のミッ
ションが隅々まで共有されています。また、グループ全体の最
適を常に意識した経営が行われています。これらの企業グルー
プの特徴をそれぞれの観点から見ていきたいと思います。

1.	組織の特徴

組織の管理として地域軸と事業軸の両方があり、Ⅱ章（グ
ループ経営の類型）で説明しましたビジネスの形態により、ど
ちらかの軸を中心とした運営がされています。また、事業や地
域で重複するような業務は排除され、グローバルで間接業務
のシェアードサービス化が浸透しています。また、本社はグ
ローバルヘッドクオーターとして、本国内と海外会社を区別す
ることなく、一元的な管理がされています。

2.	人材の特徴

本社の所在国から採用するということはなく、全世界から優
秀な人材を、グローバルの基準の報酬をもって採用していま
す。役員も全世界から登用するとともに、外部から経営のプ
ロフェッショナルを採用し、文化的な背景が異なる多様な人
材が在籍しています。このため、多面的な意見やアイデアが
出やすい環境となっています。現地法人の社長も、現地社員
または外部から登用し、現地社員のモチベーションも非常に
高く、必然的に優秀な人材を集めやすくなっています。

3.	評価の特徴

業績評価は厳密に行われ、自身の責任の範囲ではないもの
について評価の中に混在することはありません。これは評価結
果によって、ボーナス等のインセンティブが決まるとともに、
期待どおりの結果を出せなければ、解雇もありうるため、必然
的に評価は厳密に、かつ納得がいく形で行われます。グルー
プ子会社のガバナンスやコントロールは、この業績評価を通じ
て、強力に行われることになります。評価される側にとってみ
れば、自身の頑張りが結果に結び付くため、自身のパフォーマ
ンスが最大化されるような仕組みができています。

図表４　日本企業の例

持株会社

海外では、 地域軸で管理日本では、 事業軸で管理

A事業

日本 欧州 北米

B事業

C事業
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4.	その他

企業グループの業績を適時に、かつ厳密に把握するため、
情報インフラのシステムはグループで統一されていることが多
く、必要な時に即座に情報が取り出せるようになっています。
また、管理会計もグループ内で統一されており、プロセスも統
一されているため、処理の仕方によって不公平なことがないよ
うな仕組みが整備されています。

このようにグローバルエクセレントカンパニーは、まさし
く企業グループがあたかも1つの会社であるかのような仕組み
で経営がされており、理想的なグループ経営が実践されてい 
ます。

これを踏まえて、日本企業のグループ経営はどのような対応
をすべきか、次章でまとめたいと思います。

Ⅴ 日本企業のグループ経営に必要な対応

まず、日本の企業グループは、グループミッションの定義・
浸透と、それに基づいた各組織のミッションの定義・浸透を
推進する必要があります。基本的にはⅡ章（2. 事業を中心とし
た経営と地域を中心とした経営）で説明したステップを確実に
導入し、グループが同じ方向に向いて経営を行う下地を整備
しておくことが求められます。

そのうえで、次の観点でこの仕組みが確実に実践されるよ
うにしておく環境も整備することが必要となります。

1.	組織

事業持株会社が望ましいか純粋持株会社が望ましいかは自
社の扱う事業や地域展開の方策と整合させておくことが必要
です。たとえば消費財を主に扱う企業グループならば、今後、
日本国内の人口は頭打ちとなるため、海外にマーケットを求め
るか、事業の多角化を検討することが必要です。多角化を目
指すならば純粋持株会社が適合します。一方、事業の多角化
はせずに海外にマーケットを求める場合は事業持株会社の形
態が経営実態に沿う形となります。純粋持株会社の場合はさ
らに、自社の子会社経営者の成熟度も考慮することが必要と
なります。経験が浅く、本社のサポートが多く必要な場合は、
純粋持株会社は却って足かせとなってしまいます。また、グ
ローバルで事業軸の管理をする場合は、地域軸の中に事業の
担当を明確に決め、地域をまたがる事業軸の管理ができるよ
うにしておくことが必要です。さらに本社機能については、海
外担当の部署を過渡的に分離するとしても、最終的にはグロー
バル本社としてグループを一元的に管理する機能を持ってお
くことが必要となります。

なお、グローバルで経理のシェアードサービスを導入するこ

とにより、子会社の財務情報の大部分がシェアードサービス
センターに集約されることになるため、子会社の状況はつかみ
やすくなります。

2.	人材

一般社員のグローバルでの登用はもちろん、役員について
もグローバルおよび外部からの登用を検討することが望ましい
と言えます。特に海外会社の社員登用についても現地の給与
テーブルではなく、グローバルとしての給与テーブルで評価
し、優秀な人材を確保し、将来的な役員登用へのキャリアパ
スを用意することにより、モチベーションも高く保持させるこ
とが可能となります。また、よくグローバル人材と英語や他言
語が話せることが同義で語られることが多くありますが、重要
なことは言語を操ることではなく、多様な文化や考え方を受け
入れ、広い視点をもつことです。もちろんグローバルの共通言
語を操れることに越したことはないですが、これが絶対条件と
なることはありません。

3.	評価

評価にあたっては各組織および組織長の権限と責任を明確
に定義することが重要で、そのうえで何をもって評価指標と
するかは納得の上、合意しておくことが必要です。本社負担
費などを後から追加的に負担させ、それにより評価指標に影
響が出てしまうようなケースについては、日本では許容される
かもしれませんが、海外グループ会社で通用することはありま
せん。これは評価指標と賞罰が直接、紐付いているからであ
り、逆に評価指標を適切に設定することにより、グループ子会
社をコントロールすることが可能となります。もし、評価指標
と賞罰が紐付いていなければ、これが子会社の状況が見えな
い状況を作り出しているか、あるいはガバナンスがうまく機能
していない理由の1つとなっているため、明確に賞罰と紐付け
ることが必要となります。なお、業績評価指標は長期・短期、
財務・非財務をバランスよく設定することが大切です。評価
指標を上げるためには日本人の感覚では考えられないような
極端な行動をとることもあるということを認識しておく必要が
あります。

4.	その他

システムやプロセスについて、できるだけグローバルで統一
しておきたいところですが、統一にあたっては、グローバルで
決定することとローカルで決定してよいところを明確に分離し
ておかなければなりません。はじめからローカルの意見を考慮
すると、グローバルでの統一システムやオペレーションは絶対
に達成することはできません。そのため、あらかじめグループ
統一のシステムやプロセスを達成するために譲れないところ
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は明示し、そのうえでローカルが決めるべきところを決め、グ
ローバルでの共通のインフラストラクチャーを確立すべきで
す。もちろん絶対譲れないところを最後まで保持していくため
には強いリーダーシップが必要となります。

Ⅵ まとめ

このようにグローバルエクセレントカンパニーと対比するこ
とにより見えてくる課題事項は、一朝一夕には達成することが
できないものばかりです。最も大切なことは、各組織の権限と
責任を明示したうえで適切な評価を実施することであり、この
ためにあいまいな部分を残しておかないことです。これをより
実行しやすい環境とするために、組織構造や人事制度の整備
を進めていくことが望ましくなります。

今後、海外のグループ会社へのガバナンス強化を検討され
る場合は、本社の強いリーダーシップのもと、上記事項を実
践することをお勧めします。これにより、強力な組織力を持つ
日本発のグローバル企業となることができるのではないでしょ
うか。

本稿に関するご質問等は、以下の者までご連絡くださいま
すようお願いいたします。

KPMGコンサルティング株式会社
ディレクター　山田　和延
TEL: 080-8085-2856
kazunobu.yamada@jp.kpmg.com
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